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エグゼクティブ・サマリー

◆事業環境

➢ 国際的な情勢不安の長期化による資材価格の高止まりに加えて物価上昇は継続しており、為替の動向や海外景気の下振れによるリス

クなど、楽観視できない状況が継続している

➢ 生活家電市場では市場の在庫調整が進み回復の兆しが見えてきたが、産業機器市場では在庫調整が遅れている

◆ 25/3期中間期業績実績と通期業績予想

25/3期中間期実績 売上高79億68百万円、営業利益8億76百万円

➢ 中間期の自動車電装向けの売上は計画を上回り推移し、下期も堅調の見通し

➢ AV機器向けは、市場環境が良く受注が計画を上回っており好調に推移

➢ 売上増加による工場稼働率の向上や、生産効率の向上効果が出て営業利益は当初予想を上回る

25/3通期予想 売上高165億円、営業利益14億円を計画

➢ 25/3期下期も継続して自動化・省人化をはじめ、新製品投入を積極的に進めるが、コスト上昇基調の継続や為替変動等先行きの見通

しが不確実なため、通期の業績予想は修正せず

◆中期経営計画の進捗と取り組み

➢ 中期経営計画最終年度に向けて、計画進捗は順調に推移

➢ 総還元性向を高めており、ＰＢＲも直近で上昇してきている

➢ 企業価値向上を目的に、様々な取組みを行う
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弊社の特長と強み
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弊社の特長と強み①－ 一貫生産

幅広いニーズに応えるべく、独自のフィルム印刷と成型・プレス加工という2つの技術をコアに、
設計・開発・アセンブリまで自社で一貫生産対応を基本に様々なオーダーにこたえられることが
私たちの強みです。

帝通の強み

製品設計

お客様のご要望
に合わせて製品
設計を行います。

金型設計

金型の設計・加
工を自社で行い
ます。

スクリーン印刷

フィルム・PCB
基板への印刷を
自社で行います。

加飾・成型・
プレス加工

加飾およびモール
ド成型、プレス加
工を自社で行いま
す。

組立加工

部品製作・生産設
備構築をはじめ、
組立加工を自社で
行います。



生体電極

電気化学
センサー

ポジション
センサー

可変抵抗

電流制御
（電流検出センサー）

非接触センサー

漏水センサー

エレメント技術透明電極

固定抵抗

前面操作ブロック

フレキシブル電極

エレメント技術で
既存市場から
新市場への展開
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エレメント技術をベースに

80年の歴史を育む

NOBLEのセンサーで

社会に貢献し続けます。

弊社の特長と強み②－エレメント技術からの市場展開
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カスタムブランド

汎用電子部品

弊社の特長と強み③－コア技術を活かした製品展開  

前面操作ブロックとして生産するICB製品は、当社独自のカスタムブランドです。NOBLE-FPCを中心とした
集積モジュールは、各種マーケットからの独自要求に対応しております。
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弊社の特長と強み③-１－製品展開例－曲面センサ

◆ DSCや一眼レフのレンズ部に搭載

◆ フォーカス、ズーム、絞りなど、ユーザーの動
作(回転)をダイレクトにセンシングしてカメラ
にフィードバックする位置検出センサ
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弊社の特長と強み③-2－製品展開例－ドアミラー、HVAC用センサー

HVACアクチュエータセンサ基板
（Heating, Ventilation ＆ Air Conditioning）
⚫ 車内空調システムに使用されるエアミックスダ

ンパーで、いわゆるHVACの位置検出センサ

⚫ 内/外気、温冷風ミックス等1台あたり複数使用
されている

ドアミラー位置センサユニット
⚫ ドアミラーの上下の動きと左右の動きをそれぞれ１

個、合計２個のセンサで対応するセンサユニットを
提供

⚫ ドアミラーの位置がセンシングできるため、運転手
別のミラーの位置を設定することや、後退時に後方
が見やすいようにミラーの位置を自動で変えるなど
の機能に役立っている



▶ 25/3期 中間期業績実績と通期業績予想比較

▶ 25/3期 中間期の利益増減要因分析（前年同期比較）

▶ 25/3期 通期の利益増減要因予想（通期前年比較）

▶ 電子部品セグメントにおける市場別売上高 25/3期 中間期と25/3期 通期予想

▶ 製品別売上高の25/3期 中間期実績と25/3期 通期予想
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25/3期 中間期業績実績と通期業績予想
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（百万円）
2024年3月期

中間期
2025年3月期

中間期
前年同期比

売上高 7,830 対売上高比 7,968 対売上高比 138 101.8％

営業利益 664 8.5％ 876 11.0％ 212 131.9％

営業外損益 517 6.6% 23 0.3% △494 4.4%

（うち為替差損(△)益） (343) - （△145) - (△488) -

経常利益 1,182 15.1％ 899 11.3％ △283 76.1％

親会社株主に帰属
する四半期純利益

909 11.6％ 699 8.8％ △210 76.9％

営業利益 212

25/3期 中間期の利益増減要因分析（前年同期比較）

生産等効率化効果 人件費アップ
運送費用の高騰・円安による増益効果＋200

・値上げ効果＋63

資材価格等の高騰

単位：百万円

製造経費等の増加
   

       
           

       

    

                           

    

 

   

   

   

   

    

連結営業利益増減要因（中間期前年比較）

130
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（百万円）
24/3期 25/3期 前年同期比

上期 下期 通期 上期 下期見込 通期見込 上期 下期 通期

売上高 7,830 7,393 15,223 7,968 8,532 16,500 138 1,139 1,277

営業利益 664 283 947 876 524 1,400 212 241 453

営業外損益 517 94 611 23 177 200 △495 83 △411

（うち為替差益） (343) (47) (391) (△145) (145) 0 (198) （98) (391)

経常利益 1,182 377 1,559 899 701 1,600 △283 324 41

親会社株主に帰属
する当期純利益

909 453 1,362 699 801 1,500 △210 348 138

単位：百万円

営業利益 453

25/3期 通期の利益増減要因予想（通期前年比較）

・値上げ等による
利益率の改善

売上増による粗利率
改善と原価低減

資材価格等の高騰
人件費アップと
運送費の高騰 製造経費等の増加

   

   

   
     

              

     

    

                         

    

 

   

    

    

    

連結営業利益増減要因（通期前年比較）
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【各市場へ弊社製品を採用】
 AV機器市場や家電市場においては、主に国内主要メーカーとの取引をしております。
自動車市場は、ティア1を中心に取引を行っており、他市場においても、ＥＭＳメーカーをはじめ、
国内外を問わず、様々なお取引様がたに、弊社製品をご採用いただいております。
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21%

964 
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1,718 

23%

449 

6%

188 

2%

1,268 

17% AV機器

自動車

家電

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ

産業機器

医療・ﾍﾙｽｹｱ

その他

24/3期中間期 （単位：百万円）

合計
7,511

電子部品セグメントにおける市場別売上高－ 中間期比較

1,775 

23%

1,677 

22%
1,029 

13%

1,486 

19%

439 

6%

253 

3%
1,071 

14%

25/3期中間期 （単位：百万円）

合計
7,734
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電子部品セグメントにおける市場別売上高－ 半期毎推移

➢ 自動車、AV機器  ：市場需要に牽引され堅調  ⇒   35億円   ⇒       35億円  ⇒ 36億円
➢ アミューズメント：需要の波が大きいが下期横ばい見通し  ⇒   10億円   ⇒  15億円  ⇒ 15億円
➢ 医療・ヘルスケア：市場は回復基調で、新製品も強化     ⇒   ３.8億円      ⇒       4.4億円    ⇒ 4.4億円

25/3上期 25/3下期見込24/3下期

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

20/3期上期 20/3期下期 21/3期上期 21/3期下期 22/3期上期 22/3期下期 23/3期上期 23/3期下期 24/3期上期 24/3期下期 25/3期上期 25/3期下期

AV機器 自動車 家電 アミューズメント 産業機器 医療・ヘルスケア 新領域 その他

22%

17%

14%

5%

3%

自動車

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ

家電

産業機器

医療・ﾍﾙｽｹｱ

単位：百万円

AV機器

20%

1%
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1,977

25%

958

12%

787

10%

2,306

30%

985

13%

495

6%

318

4%
前面操作ブロック

(ICB)

可変抵抗器

固定抵抗器

センサー

機構部品

その他電子部品

その他事業

（単位：百万円）

2,219 

28%

1,022 

13%
929 

12%

2,261 

28%

860 

11%

440 

5%

233

3%

25/3期中間期

（単位：百万円）

合計
7,968

合計
7,830

24/3期中間期

製品別売上高－ 中間期比較
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➢ センサー：主力商品化（増収基盤の柱）                           ⇒  17.5億円        ⇒       22.6億円     ⇒  24.7億円 
➢ IBC：AV機器関連の売上増加により復調         ⇒  23.5億円  ⇒       22.1億円  ⇒  24.9億円
➢ 固定抵抗器、機構部品が回復基調            ⇒  16.5億円   ⇒  17.8億円  ⇒  20.6億円

24/3下期 25/3上期 25/3下期見込
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ICB 可変抵抗器 固定抵抗器 センサー 機構部品 その他

30%

12%

31%

センサー

機構部品

ICB

可変抵抗器

固定抵抗器

13%

9%

単位：百万円

製品別売上高－ 半期毎推移



▶ 中期経営計画事業目標（修正版中期経営計画）

▶ 中期経営計画概要分析（修正版中期経営計画達成率）

▶ キャッシュアロケーションと投資等実績と計画

▶ 主な経営指標の推移と株主還元
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中期経営計画の進捗と取り組み①
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中期経営計画事業目標（修正版中期経営計画）

売上高

営業利益
（営業利益率）

151億円

16.9億円
（11.2%)

9.0億円
（6.8%)

132億円 153億円 152億円 180億円 180億円

9.5億円
（6.2%)

17.0億円
（9.4%)

12.0億円
（7.8%)

15.0億円
（8.3%)

中計第1ステップ
2021年度

中計第2ステップ
2022～2023年度

中計第3ステップ
2024～2025年度

初年度計画 実績 2023年度当初計画 実績 2025年度当初計画 2025年度修正計画

120

151
164

152
165

180

7.5

16.9 16.0

9.5

14.0

17.0

5

15

25

0

50

100

150

200

2020年度実績 2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績 2024年度修正計画 2025年度修正計画

連結売上高 連結営業利益

営業利益
単位：億円

20年度比
＋150％

20年度比
+225%

既存領域の拡大 新領域等への投資 新領域の拡大

修正中計の目標：中期計画を3段階に分け、段階毎の売上高・営業利益の目標値を再設定

創立80周年

市場の拡大
製品シェア分散

生産稼働率改善
労働生産性改善

132
158

9.0
13.0

160

14.0 16.0

170

売上高
単位：億円

修正中計
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修正中計に対する実績の概要分析：
①2021年度と2022年度はコロナ禍における特定市場の需要が旺盛であった
②2023年度後半から2024年度前半は特定市場の需要が低迷
③中計最終年度である2025年度の計画達成をもって5か年計画達成となり、これに向けて施策を検討

中期経営計画概要分析（修正版中期経営計画達成率）
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営業利益

計画値 実績値 計画値累計進捗率 実績値累計進捗率

（％）（単位：億円）
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0.0
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200.0

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

売上高

計画値 実績値 計画値累計進捗率 実績値累計進捗率

（単位：億円） （％）

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

計画値累計進捗率 17% 36% 56% 78% 100%

実績値累計進捗率 19% 39% 59% 79% 102%

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

計画値累計進捗率 13% 32% 52% 75% 100%

実績値累計進捗率 24% 48% 61% 82% 106%
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キャッシュアロケーション － 投資等実績と計画

• 中計第2ステップ：資本効率・株主還元向上を目的に、24/3期期中に自己株式の消却と取得(５億円)を実施
• 中計第3ステップ：BCP・ESGを念頭においた工場増設等の追加投資を軸に展開

資産の有効活用を踏まえ、人財育成・研究開発力の向上に資する新本社の建替え開始
• 中計全般   ：出資・M&A等は随時検討し、主に新領域の拡大に繫がる投資を模索

（単位：億円）

中計
第1ステップ

中計
第2ステップ

中計
第3ステップ

次期中計以降

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
計画

2024年度
上期実績

2025年度
計画

１．設備投資
(売上高設備投資率）

6.0
(4.0%)

8.6
(5.3%)

5.8
(3.8%)

14.0
(8.6％)

4.4
(5.5％)

２．研究開発費
（売上高研究開発費率）

4.8
(3.2%)

4.9
(3.0%)

5.4
(3.6%)

6.0
（3.7%）

2.5
（3.2%）

３．配当金・自己株 6.1 7.0 12.4 11.1 4.1

４．出資・M&A等 2.0 － － － －

合計 18.9 20.5 23.6 31.1 10.3

研究開発費を除いた営業CF 22.6 21.2 34.6 20.0 3.8

24年上期の投資計画進捗は概ね予定通り、ただし、下期計画の投資は不透明な部分がある
研究開発費は新製品等の試作品売上が影響し、金額進捗は遅れている

インフラ投資だけでなく研究
開発向け投資も強化

研究開発強化による費用増加

随時検討



主な経営指標の推移と株主還元

連結ベース

過年度平均
2018年度

～
2020年度

中計第1ス
テップ

中計第2ステップ 中計第3ステップ 次期中計以降

2021年度
実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
計画

2025年度
計画

営業利益（億円） 7.9 16.9 16.0 9.4 14.0 17.0
営業利益率
10％以上

株主資本(億円）   204 215.5 223.0 225.2 228.9 228.9

配当金（円） 47 60 60 70 100 60以上

自己株式取得（億円） - - - 5.0 3.0 -

ROE(%)  2.5 6.8 5.7 5.3 5.6 5.2 8.0%以上

ROIC(%)    2.6 5.4 5.0 2.9 4.3 5.2

期末時点PBR（倍） 0.48 0.59 0.59 0.67 1.02 1.0以上 1.0以上

DOE（％） 2.2 2.7 2.6 2.8 4.2 2.5以上

配当性向（％） 51.8 37.1 42.4 49.6 63.5 47.5以上

総還元性向（％） 51.8 37.1 42.4 86.3 83.5 47.5以上

「営業収益」⇒「適切な投資」「株主への安定的な利益還元」「社員への還元」
中期第3ステップ予想平均 ROE：5.4%・ROIC：4.8% →

22

ROE：8%以上を目指すべく更なる改善が必要

※ 2024年度、2025年度のROE、ROICの計算は、 2024年度2Qの株主資本と配当総額試算情報を使用 なお、中計での2025年度のROEは5.5%、ROICは4.7%
 2024年度のPBRは2024年12月4日の倍率を記載



▶ 研究開発の取り組み

▶ サステナビリティへの対応と取組み（人財関係）

▶ 新本社・研究開発棟建設計画の進捗

▶ IR戦略

23

中期経営計画の進捗と取り組み②



研究開発の取り組み

24

1. 生体電極を使った、SleepTeck分野への応用

2. 生体電極用ゲルの研究

3. Health Tech分野に向けたPOCT

4. (株)イムノセンス様と共同開発中のPOCT

5. 弊社の強みスクリーン印刷でPOCTを制作
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AI解析脳波測定デバイス 睡眠評価レポート Webレポート

Insomnograf®：病院レベルの睡眠検査を在宅で

資本提携：生体電極シート等の供給

SleepTech

４人に1人が睡眠に悩み
年間経済損失約15兆円

出典：S’UIMIN社「Insomnograf®サービス概要資料」

弊社供給

SleepTech国内市場規模
2020年： 45億円
2025年：160億円を予測

出典：矢野総合研究所「国内スリープテック市場規模推移・予測）」

電極用インクの開発 ～ 高機能ゲルの開発

➢ 心電図～筋電測定用の生体電極から、さらに微弱な信号の脳波測定用電極

へと進化し、SleepTeck分野に貢献しています。

➢ PSG検査への応用(睡眠時無呼吸症候群治療用)

研究開発の取り組み － 生体電極

当社製品
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取組事例：汗や入浴など、水のある環境でも接着力が低下しない機能性の導電
ゲルを東北大学と一緒に共同研究

➢ 生物の持つ機能を活用し、
機能発現を目指す

➢ 装着感の向上を目指す

➢ ゲルを用いることでの製品に
おける部品点数削減

➢ 内製化によるコスト削減

➢ 弊社生体電極の付加価値向上

研究開発の取り組み － 高機能ゲルの共同開発

当社製品への使用
イメージ開 発 目 標

生体信号
測定装置
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臨床現場即時検査
(POCT)

HealthTech

迅速検査
小児診療・尿検査・血液検査等

在宅検査
生活習慣病の予防等

緊急検査
緊急入院、緊急手術

ベンチャー企業や大学等と共同研究 協業等：検査キット等に組込むセンサの供給視野

POCT国内市場規模
2020年：1,107億円
2022年：3,335億円（3倍増）
出典：矢野総合研究所「国内POCT市場規模推移」

➢ ＰＯＣＴの市場拡大を見込み、尿・唾液・血液 等から、様々な物質の
測定に使用が見込まれる、電気化学センサの開発が急務

➢ 新領域として、ペットビジネスも模索中

➢ これから急激な人口減少が進み、急ピッチに進む高齢化社会、いかに健康寿命を延ばすか！

➢ 臨床現場即時検査 POCT（Point of Care Testing）による迅速な検査の需要が拡大

➢ いつでもどこでも、簡単にできる検査で、病気になる前に（生活習慣病予防等）

研究開発の取り組み － POCTについて
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株式会社イムノセンスは、大阪大学発のベン
チャー企業で、2018年に設立。
独自技術「GLEIA（Gold-Linked Electrochemical 
Immunoassay）」を活用した高感度な免疫センサ
デバイスを開発しています。

株式会社イムノセンス様とのPOCT機器、

及び電気化学センサの開発コラボレーション中

研究開発の取り組み － ヘルスケア分野の取り組み事例
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取組事例：弊社の強みであるスクリーン印刷を活用した電気化学デバイスの開発を

大学や研究機関と共同で進めており、血液・唾液・尿などから診断できるように
カーボンや銀電極等をスクリーン印刷で形成したPOCT用電気化学センサです

研究開発の取り組み－印刷技術を活用したPOCTの開発

作用極

参照極

対極

拡大

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

-400 -200 0 200 400 600 800

測定溶液の濃度別

0.2mM_1 0.5mM_1 1.0mM_1 2.0mM_1

［mV］

［μA］

※CV測定法



サステナビリティへの取り組み

－ 人財関係 －

30
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目的：会社が置かれている経営状況や弊社製品への意識向上を図り、仕事に
対し、積極的考え、行動できる人財を育て、経営基盤を強化を図る

➢ 株式報酬を役員だけでなく、従業員へも自社の株式を給付するインセンティブプラン「株
式給付信託（J-ESOP）｣を導入し、会社の経営状態や株価などをより意識してもらう

➢ 既存の製品に囚われない製品アイディアの募集を行い、優秀な内容にはインセンティブを
与えた

 このイベントを通じて、弊社の製品について、より深く意識してもらえた事に加え、 優秀
 なアイディアのうち、実現可能なものについては、製品化を検討している

サステナビリティへの取り組み － 従業員の会社への意識向上

取り組み事例
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目的：人的投資の観点から人財への投資を積極的に行う事で、
当社の人財の質の底上げを図り、強い組織を作っていく

※研修全体像：イメージ

【次世代育成研修(経営幹部研修)】

➢ 選抜式の次世代育成研修を毎年度実施

➢ 将来の経営を担う人財の育成を図るた
めに実施

➢ 当社が抱える課題に対して、課題解
決・経営視座を意識した研修

サステナビリティへの取り組み － 人財開発の強化

取り組み事例
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サステナビリティへの取組み －人財採用力の強化

目的：日本における人口減少に対応するため、人的資本に資する人財を
継続的に確保する目的で、様々な採用施策を実施

➢ 求人媒体の多様化：新卒採用における主要なトレンドを掴み、当社に訴求
する学生に向けた媒体を展開し一定の新卒採用人数を確保

➢ ブランド力の向上：採用ブランディングのため、採用ＨＰを立ち上げ予定

➢ インターンシップ:理系向けに続き、営業系のインターンシップ(1DAY仕
事体験)を導入

取り組み事例
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取組み：弊社関係会社である木曽精機（株）にて、障害者も積極的に採用
また、障害者がストレスなく働ける環境づくりを行ってきた

➢ 現在13名(雇用率15％超え)の障害者（身体、
精神、知性、発達障害）がそれぞれの職場で活躍

➢ 2021年には、障害者雇用優良事業所の長野県知
事表彰

➢ 本年９月に開催された障害者雇用フォーラムにて
厚生労働省（管轄） 独立行政法人 高齢・障害
・求職者雇用支援機構の理事長表彰
（長野県内では１社のみ）

サステナビリティへの取組み － 障害者雇用

現在までの状況



新本社・研究開発棟建設計画の進捗
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新たなビルの設計思想「サステナビリティを体現する本社」

本社・研究開発棟建設計画①
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新たなビルの設計思想「サステナビリティを体現する本社」

航空写真より
新本社外観イメージ

本社・研究開発棟建設計画②
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新たなビルの設計思想「サステナビリティを体現する本社」

所在地　　　 ：川崎市中原区苅宿４５ー１

竣工予定年月 ：２０２７年度秋頃（新本社ビル完成）

建築用途　　 ：研究開発機能と本社機能の複合施設

規模　　　　 ：建築面積約2,000㎡　

構造　　　　 ：鉄骨造４階建

延床面積　　 ：約8,200㎡

主な性能　　 ：省エネ対応  ZEB Ready相当を目標とする※1

　　  　耐震基準    保有水平耐力1.25以上※2

※1.基準一次エネルギー消費量から50％以上の一次エネルギー消費量削減

※2.震度７クラスの地震が発⽣した場合においても⼈命の安全が確保でき、

　　 補修を⾏うことで継続して建物を使用することが可能な耐震性能

移転・建替えスケジュール

　・第1次解体工事に伴う移転（敷地内） ：2024年夏　⇒　敷地内移転完了

　・第1次解体工事・本社新築工事　　　 ：2024年秋～2027年夏　⇒　第１次解体工事開始(建設予定地)

　・第2次解体工事　　　　　　　　　　 ：2027年度～2028年度

本社・研究開発棟建設計画③
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第１次解体工事前：地元中原消防署へ訓練場所として提供

第１次解体工事の状況

本社・研究開発棟建設計画④



ＩＲ戦略
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IR戦略
IR活動内容 頻度 対応時期 実施/予定

中期経営計画開示 5ヵ年計画 ２０２１年５月１１日開示 実施・継続

２０２２年５月１１日修正版開示

中期経営計画英文開示 5ヵ年計画 ２０２２年５月１１日より実施 実施・継続

決算説明資料開示 毎四半期 ２０２１年３月期末決算より実施 実施・継続

決算説明資料英文開示 毎四半期 ２０２１年３月期末決算より実施 実施・継続

新聞・業界紙・ＩＲ専門誌等 適時 JR品川駅・新横浜駅にサインボードとして広告を掲示 実施・継続

への広告掲載など 日経新聞、電波新聞等にインタビュー記事掲載

ダイヤモンドZAi24年10月号掲載

各種展示会出展など 適時
Medtec Japan2024、FBCSASEAN2024、Taiwan

 Innotech Expo2024等国内外の展示会に出展
実施・継続

アナリスト向け決算説明会開催 毎半期 毎年、６月・１２月頃 実施・継続

アナリスト向けＩＲミーティング 随時 実施・継続

個人投資家向けIR戦略 随時 個人投資家向け説明会2022年より実施(24年９月開催) 実施・継続

野村IR会員向けに「トップの素顔」「IRレポート」掲示

新スローガン作成 適時 創業80周年に向けて企業スローガンを策定 実施・継続

新製品・資本提携等発表 適時 ２０２１年に㈱S'UIMINと資本提携 実施・継続

機関投資家向けSR面談 適時 ２０２４年１月に実施（２５年１月も実施予定） 実施・継続

80周年誌刊行 - ２０２４年１２月ダイヤモンド・ビジネス企画社より発刊予定 予定

✓ 上表に記載事項は、実施済み、継続予定
2023年10月野村IRマガジンにて掲載

英文開示義務化への対応
IR活動は継続的に強化

ダイヤモンドZAi 2024年10月号にて掲載



今後ともご支援のほど、よろしくお願い申し上げます。

ご清聴ありがとうございました。

帝国通信工業株式会社 代表取締役社長 羽生 満寿夫

お問合せ先：帝国通信工業株式会社 経理室
TEL: 044-422-3831
EーMail: ir-info@ho.noble-j.co.jp
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